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第 1 編 総 則

（この規程の趣旨）

第1条令和5年度の大阪地方裁判所、その支部及び管内簡易裁判所の裁判事務分

配、裁判官の配置、開廷日割、裁判事務及び司法行政事務の代理順序は、他の規

則又は規程に特別の定めがある場合を除くほか、 この規程の定めるところによ

る。

（裁判官の所属）

第2条本庁勤務の裁判官を民事部及び刑事部に分ける。

2 本庁勤務の民事部裁判官を26か部に所属させる。

3 本庁勤務の刑事部裁判官を1 5か部に所属させる。

4 堺支部勤務の裁判官を同支部の第1民事部、第2民事部、第1刑事部又は第2

刑事部に所属させるほか、部に属しない裁判官を置く。

5 大阪簡易裁判所勤務の裁半ll官を同裁判所の第1から第3までの民事室又は刑事

室に所属させる。

6 岸和田支部勤務の裁判官及び大阪簡易裁判所以外の各簡易裁判所勤務の裁判官

については、民事及び刑事の部又は室の区分をしない。

（本庁と支部及び支部相互間における裁判事務の分配）

第3条堺支部及び岸和田支部の事件についての裁判所法第26条第2項第1号の

決定は、堺支部が行う。

2 堺支部及び岸和田支部における地方自治法第242条の3第2項の規定に基づ

く訴訟及びこれを本案とする民事保全事件に関する事務は、本庁民事部において

取り扱う。

3 堺支部及び岸和田支部における労働審判法が定める労働審判事件に関する事務

は、本庁民事部において取り扱う。

4 堺支部及び岸和田支部における消費者の財産的被害の集団的な回復のための民
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事の裁判手続の特例に関する法律が定める事件に関する事務は、本庁民事部にお

いて取り扱う。

5 預金保険法第87条に規定する裁判所の許可（代替許可） 申立事件は、被管理

金融機関の本店又は主たる事務所の所在地が堺支部又は岸和田支部の管轄に属す

る場合であっても、本庁民事部が処理する。

6 各支部及びその管内の簡易裁判所勤務の裁判官に対する民事事件に関する除斥

又は忌避の事件、各支部及びその管内の簡易裁判所の専門委員に対する除斥又は

忌避の事件並びに各支部及びその管内の簡易裁判所の裁判官に対する刑事事件に

関する除斥又は忌避若しくは回避の事件は堺支部が、 これ以外の各簡易裁判所勤

務の裁判官に対する民事事件に関する除斥又は忌避の事件及び同各簡易裁判所の

専門委員に対する除斥又は忌避の事件は本庁民事部が、 ｜司各簡易裁判所の裁判官

に対する刑事事件に関する除斥又は忌避若しくは回避の事件は本庁刑事部が、そ

れぞれ処理する。

7 各支部の民事事件に関する控訴提起事件に付随する執行停止事件で、 当該訴訟

記録が本庁に存する間に申し立てられたものは、本庁民事部（第1民事部）にお

いて処理する。

8 各支部及びその管内の簡易裁判所の裁判官がした裁判に対する刑事訴訟法第4

29条の準抗告事件は、堺支部が処理する。

9 検察審査会がした起訴議決に基づく指定弁護士の指定又はその取消しに関する

事務（受訴裁判所の権限に属するものを除く。 ）は、本庁で処理する。

1 （） 本庁と支部又は支部相互間における関連事件の処理については、関係各部又

は裁判官が協議の上、 これを一つの部又は1人の裁判官に集めて処理することが

できる。

1 1 本庁に係属する事件を本庁で処理することが相当でないときは、裁判部事務

等検討委員会は、 申出により、 これを支部に移すことができる。

12 裁判部事務等検討委員会は、 申出により、支部に係属する事件のうち、 当該
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支部で処理することが相当でない事件を本庁に移すことができる。
｡ 夕

13 支部裁判事務調整委員会は、申出により、支部に係属する事件のうち、当該

支部で処理することが相当でない事件を他の支部に移すことができる6
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第 2 編 本庁民事部

第1章 通 則

（部の設置）

第4条本庁民事部に第1から第26までの各部を置く。

（定義）

第5条この編において、次の各号に掲げる事件名の意義は当該各号に定めるとこ

ろにより、その他の事件名は民事事件記録符号規程（平成13年最高裁判所規程

第1号） と同一の意義による。

(1) 労働事件

ア労働契約、就業規則、労働協約及び労働組合規約上の権利義務に関する紛

争、労働基準及び労働者災害補償に関する紛争その他労働者の団結権、団体

交渉権及び団体行動権に関連した紛争に関する行政訴訟事件及び通常訴訟事

件

イ公務員のアに掲げる同種の紛争を内容とする行政訴訟事件及び通常訴訟事

件

ウ ア又はイに掲げる事件に関する訴訟事件を本案とする民事保全事件（保全

異議、保全取消しの申立て及び起訴命令の申立てを含む。 ）並びにこれに関

する執行異議事件及び執行停止事件

エア又はイに掲げる事件に関する行政事件訴訟法に規定する執行停止事件

オウに関する民事保全法第48条第1項等の船舶国籍証書（航空機登録証明

書等、 自動車、既登録建設機械等を含む。 ）の取_l二げを命ずる方法による仮

差押えの執行及び民事保全法第52条第2項の作為又は不作為を命ずる仮処

分の執行（代替執行及び間接強制）

（2） 租税事件租税に関する行政訴訟事件及び通常訴訟事件

~

イ



(3) 一般行政事件

ア前2号及び第10号に定めるものを除いた行政訴訟事件

イ行政事件訴訟法第45条第1項に規定する処分の効力等を争点とする訴訟

事件、行政事件訴訟法第13条第1号（第38条第1項において準用する場

合を含む。 ）に規定する処分又は裁決に関連する原状回復又は損害賠償の請

求の事件（関連する取消訴訟が係属していない場合を含む。 ）

ウ地方自治法第242条の3第2項の規定に基づき損害賠償又は不当利得返

還を求める通常訴訟事件

エ行政非訟事件

オアからウまでに掲げる事件に関する訴訟事件を本案とする民事保全事件

（保全異議及び保全取消しの申立て並びに起訴命令の申立てを含む。 ）並び

にこれに関する執行異議事件及び執行停止事件

力ア又はイに掲げる事件に関する行政事件訴訟法に規定する執行停止事件

(4) 人身保護事件人身保護法に定める一切の事件

(5) 保護命令事件配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律第

4章に定める保護命令申立事件、保護命令の効力停止の申立事件及び保護命令

の取消申立事件

(6) 交通事件

ア交通事故による損害賠償請求等の通常訴訟事件

イ 自動車保険に関する交通事故による保険金請求等の通常訴訟事件

(7) 手形事件等

ア手形訴訟、小切手訴訟及び手形又は小切手に関する通常訴訟事件（他の種

類の請求を併合したものを除く。 ）

イ電子記録債権の履行請求の通常訴訟事件（他の種類の請求を併合したもの

を除く。 ）

(8) 倒産事件破産事件、会社更生事件、再生事件、特別清算事件（特別清算開
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始申立後同申立事件係属中に申し立てられた会社法第500条第2項及び第5

01条第1項の手続を含む。 ）及び金融機関等の更生手続の特例等に関する法

律に基づく事件

(9) 会社事件等

ア会社法（第1編を除く。 ）に定める通常訴訟事件。ただし、次に掲げる訴

訟事件を除く。

㈲会社法第350条、同法第600条及び同法第81 7条4項による訴訟

事件

（ｲ） 会社法第53条2項、 ｜司法第429条、同法第487条、同法第597

条及び同法第653条による訴訟事件のうち株主又は持分会社の社員以外

の者が提起するもの

イ前記アに掲げるもののほか、次に掲げる事項に関する事件で一方当事者が

会社であるもの

（ｱ） 株主権又は持分

（ｲ） 役員の地位及び報酬

（ｳ） 各種決議その他会社法上の行為の効力又は存否

ウ －般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「一般法人法」 とい

う。 ）に定める通常訴訟事件。ただし、次に掲げる訴訟事件を除く。

祠一般法人法第78条及び同条を準用する|司法第1 97条による訴訟

事件

（ｲ） 一般法人法第23条2項、同法第1 17条、 ｜司条を準用する同法第

198条、同法第166条2項及び同法第218条による訴訟事件の

うち社員以外の者が提起するもの

エ前記ウに掲げるもののほか、次に掲げる事項に関する事件で一方当事者が

一般社団法人又は・般財団法人であるもの（一般社団法人及び一般財団法人

・ に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施

9



行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成18年法律第50号）第2

条、第24条、第40条及び第41条の規定により一般社団法人又は一般財

団法人として存続するものとされる旧有限責任中間法人、 旧無限責任中間法

人又は特例民法法人に関し、なお従前の例によることとされる事項を除

く。 ）

㈲一般社団法人の社員たる地位

（ｲ） 役員の地位及び報酬

㈲各種決議その他一般法人法上の行為の効力又は存否

オ宗教法人、学校法人その他の法人の理事者､会員等の地位に関する事件及

び定款変更等の組織に関する事件

力会社法第847条を準用する社員等代表訴訟及び金融商品取引法第164

条第2項に基づく株主代表訴訟の通常訴訟事件

キ銀行、長期信用銀行、信用協同組合、信用金庫又は労働金庫（金融機関等

の更生手続の特例等に関する法律第2条第3項が規定する金融機関）が、発

起人、取締役、監査役、理事、監事、清算人又は会計監査人の責任に基づく

損害賠償を請求する事件

ク独占禁止法第24条に基づく差止請求の通常訴訟事件

ケ消費者契約法第1 2条、不当景品類及び不当表示防止法第30条及び特定

商取引に関する法律第5章の3に基づく差止請求の通常訴訟事件

．金融商品取引法第105条の10に基づく差止請求の通常訴訟事件

サ金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第70条に関する事件

シアからサまでに掲げる事件に関する通常訴訟事件を本案とする民事保全事

件（保全異議及び保全取消しの申立て並びに起訴命令の申立てを含む。 ）並

びにこれに関する執行異議事件及び執行停止事件

ス シに関する民事保全法第48条1項等の船舶国籍証書（航空機登録証明書

等、 自動車、既登録建設機械を含む。 ）の取り上げを命ずる方法による仮差
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押えの執行及び民事保全法第52条第2項の作為又は不作為を命ずる仮処分

の執行（代替執行及び間接執行）

セ民事非訟事件及び商事非訟事件（本条において別に定める場合を除く。 ）

(10知的財産事件

ア特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著作者の権利、出版権、著作隣接

権、回路配置利用権、種苗法上の育成者権、不正競争防止法、家畜遺伝資源

に係る不正競争の防止に関する法律、商法第12条及び会社法第8条、パブ

． リシティの権利に関する通常訴訟事件並びに行政訴訟事件

イ アに掲げる事件に関する通常訴訟事件を本案とする民事保全事件（保全異

議及び保全取消しの申立て並びに起訴命令の申立てを含む。 ）並びにこれに

関する執行異議事件及び執行停止事件

ウ イに関する民事保全法第48条第1項等の船舶国籍証書（航空機登録証明

書等、 自動車、既登録建設機械等を含む。 ）の取上げを命ずる方法による仮

差押えの執行及び民事保全法第52条第2項の作為又は不作為を命ずる仮処

分の執行（代替執行及び間接強制）

エ特許権、実用新案権、意匠権及び商標権に関する仮登録仮処分申請事件

オアに掲げる事件に関する行政事件訴訟法に規定する執行停止事件

力 アに掲げる権利又は法律により保護される利益が侵害されたことを理由と

する特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に

関する法律（平成13年法律第137号）第4章に定める発信者情報開示命

令事件並びにそれに付随する提供命令事件及び消去禁止命令事件

(lD共通義務確認事件

ア消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁判手続の特例に関す

る法律第3条に基づく通常訴訟事件

イ アに掲げる事件に関する訴訟事件を本案とする民事保全事件（保全異議、

保全取消しの申立て及び起訴命令の申立てを含む。 ）並びにこれに関する執
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行異議事件及び執行停止事件

(12) 一般民事保全事件等

ア第1号、第3号及び前3号に定めるものを除き、通常訴訟事件を本案とす

る民事保全事件（保全異議及び保全取消しの申立て並びに起訴命令の申立て

を含む。 ）並びにこれに関する執行異議事件及び執行停止事件

イ アに関する民事保全法第48条第1項等の船舶国籍証書（航空機登録証明

書等、 自動車、既登録建設機械等を含む。 ）の取上げを命ずる方法による仮

差押えの執行及び民事保全法第52条第2項の作為又は不作為を命ずる仮処

分の執行（代替執行及び間接強制）

ウ国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図

るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律（平成3年法律第

94号）第5章及び組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律

（平成1 1年法律第136号）第4章第2節に定める追徴保全命令に基づく

仮差押え執行の申立事件

エ第10号に定めるものを除き、特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の

制限及び発信者情報の開示に関する法律（平成1 3年法律第1 37号）第4

章に定める発信者情報開示命令事件並びにそれに付随する提供命令事件及び

消去禁止命令事件

(13) 簡易確定手続事件消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁判

手続の特例に関する法律第12条に基づく簡易確定手続及びこれに関する執行

停止事件

(14) 執行事件

ア第1号、第3号、第9号、第10号及び第12号に定めるものを除き、不

動産、船舶、航空機、 自動車、建設機械又は債権その他の財産権に対する強

制執行又は担保権の実行としての競売等の事件

イ動産に対する強制執行又は担保権の実行としての競売等の事件の配当手続
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事件

ウ企業担保法に基づく実行事件

エ仮差押えの執行としての強制管理事件及び民事保全法第52条第2項の物

の給付（金銭給付を含む。 ）を命ずる仮処分の執行事件

オ強制執行（エの事件を含む。 ）又は担保権の実行としての競売等の事件に

関し、 口頭弁論を開くことなく執行裁判所として裁判することができる事件

（執行官の執行処分及びその遅滞に対する執行異議事件等を含む。 ）

力財産開示及び第三者からの情報取得事件

(15) 医事関係事件等

ア医事関係事件医師又は歯科医師及び医療補助者（以下「医師等」 とい

う。 ）の患者に対する診断、検査、注射、治療、手術、麻酔、管理等の医療

行為の過失に基づく被害を理由とする損害賠償請求等の通常訴訟事件（債務

不存在確認請求事件を含む。 ）

イ準医事関係事件医師等以外の者が行う整体、鍼灸等の医療類似行為の過

失に基づく被害を理由とする損害賠償請求等の通常訴訟事件（債務不存在確

認請求事件を含む ）

(16) 建築関係事件建物に関する設計、施工又は監理の暇疵の有無、工事の完成

の有無、工事の追加変更の有無及び設計、施工又は監理の出来高の有無に関す

る請負代金（設計料及び監理料を含む。 ）請求訴訟、建物の設計、施工、監理

の暇疵又は工事の未完成を原因とする損害賠償請求訴訟、建物修繕ローンに関

する立替金請求訴訟等の通常訴訟事件

(17) 調停・借地非訟に関する事件

ア調停事件（他の部が当該部の裁判官による調停に付した事件を除く。 ）

イ民事調停規則第5条又は特定債務等の調整の促進のための特定調停に関す

る法律第7条の規定による民事執行の手続の停止又は続行の申立事件

ウ借地借家法第41条に定める事件
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〆

エ罹災都市借地借家臨時処理法又は接収不動産に関する借地借家臨時処理法

による非訟事件

(18) 専門事件前17号に定める事件、過料事件（民事訴訟法の規定による過料

事件を除く。 ） 、執行抗告事件、民事執行法第32条第1項に定める公証人の

処分に関する異議事件、民事執行規則第20条第4項の許可に関する事件並び

に船舶所有者等責任制限事件及び油濁等損害賠償責任制限事件

(19) 普通事件前号に定める専|』9事件以外の通常訴訟事件

共助事件（民事訴訟法第204条に定める方法を用いる尋問の共助事件を除

く。 ）は、前各号に関するものであると否とを問わず、普通事件とする。

仲裁関係事件は、普通事件とする。

2 専門事件（前項第4号及び第1 1号の事件を除く。 ‘）を配付する部を専門部と

し、その余の部を普通部とする。

第2章 ・裁判事務の分配

（事件の配付等）

第6条専門事件は、その事件の種類に従って次の各部に配付する。

(1) 一般民事保全事件等並びに保護命令事件及び|司事件に係る過料事件は、第1

部（保全部）

（2） 租税事件及び一般行政事件は、第2部及び第7部（租税・行政部）に順次配

付する。ただし、地方自治法第242条の2第1項第4号の規定による訴訟に

ついて損害賠償若しくは不当利得返還の請求を命ずる判決又は賠償の命令を命

ずる判決が確定した場合における同法第242条の3第2項又は第243条の

2第5項の規定による訴訟及びこれらの訴訟を本案とする民事保全の事件につ

いては、 当該判決を言い渡した部に配付する。

（3） 人身保護事件は、第3、第8、第9、第1 1から第］ 3まで、第1 6から第
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2（)まで及び第22から第25までの各部に順次

(4) 労働事件、労働審判法に定める労働審判事件並びに労働組合法、労働審判

法、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律、短

時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律及び育児休

業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の各規定に

よる過料事件は、第5部（労働部）

(5) 倒産事件及び同事件に係る過料事件、船舶所有者等責任制限事件、油濁等損

害賠償責任制限事件並びに簡易確定手続事件及び同事件に係る過料事件は、第

6部（倒産部）

(6) 会社事件等、手形事件、過料事件（本条において別に定める場合を除く。 ）

及び公示催告事件は、第4部（商事部） 。ただし、手形又は小切手に関する控

訴事件及び電子記録債権に関する控訴事件は、普通事件の例による。

(7) 執行事件、民事執行法第32条第1項に定める公証人の処分に関する異議事

件、民事執行規則第20条第4項の許可に関する事件、民事執行法の規定によ

る過料事件及び執行抗告事件（同法の規定による地方裁判所が抗告裁判所とな

る事件を含む。 ）は、第14部（執行部）

(8) 交通事件（医事関係事件に該当する場合を含む。 ）は、第15部（交通部）

(9) 知的財産事件は、第21部及び第26部（知的財産権部）に順次

(10医事関係事件等（交通事件に該当する場合を除く。 ）は、第17，第19及

び第20の各部（医事部）に順次

(ll) 建築関係事件、調停・借地非訟に関する事件並びに民事調停法及び特定債務

等の調整の促進のための特定調停に関する法律の各規定による過料事件は、第

1 0部（建築・調停部）

(12) 共通義務確認事件は、第3、第8、第9.第1 1から第1 3まで、第16か

ら第20まで及び第22から第25までの各部に順次配付する。ただし、第5

条第1項第1 1号の民事保全事件と、 ｜司保全事件に係る通常訴訟事件は、それ
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ぞれ異なる部に配付する。

なお、既に配付された第5条第1項第1 1号の民事保全事件に関連する民事

保全事件は、 ｜司一部に配付する。

2 普通事件は、第3、第8、第9、第1 1から第13まで、第16から第20

まで及び第22から第25まで･の各部に順次配付する。

3 普通事件の控訴事件は、第3、第8、第9、第1 1から第13まで、第16か

ら第20まで及び第22から第25までの各部に順次配付し、交通事件の控訴事

件は、第3、第8、第9、第1 1から第1 3まで、第15から第20まで及び第

22から第25までの各部に順次配付し、その他の専門事件の控訴事件は、 当該

専門部に配付する。

なお、第1 7，第1 9及び第20の各部に配付した専門事件の控訴事件は、各

2件の割合による普通事件の控訴事件と算定する。

4 起訴前の証拠保全事件は､次のとおり配付する。

(1) 専門事件（医事関係事件等及び労働事件（行政事件（行ク）を除く。 ）を除

く。 ）に関するものは、第1項の規定に準じて配付する〈，

（2） 普通事件（医事関係事件等を含む。 ）に関するものは、第3、第8、第9、

第1 1から第13まで、第1 6から第20まで及び第22から第25までの各

部に順次配付する。

（3） 労働事件（行政事件（行ク）を除く。 ）に関するものは、第3、第8、第9、

第1 1から第13まで、第16から第20まで及び第22から第25までの各

部に順次配付する。

5 訴えの提起前における証拠収集の処分申立事件は、専門事件に関するもの

は、第1項の規定に準じて配付し、普通事件に関するものは第3、第8、第

9，第1 1から第1 3まで、第16から第20まで及び第22から第25ま

での各部に順次配付する。

なお、第1 7、第1 9及び第20の各部に配付した専門事件に関する事件は、

ダ
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普通事件に関する事件としても1件と算定する。

6 執行抗告事件以外の抗告事件は、原裁判が第1項第1号、第2号及び第4号か

ら第1 1号までの事件と同種の事件に係るものは、その事件の種類に従って前記

の各号の専門部に配付し、その他のものは、第3、第8、第9、第1 1から第1

3まで、第1 6から第20まで及び第22から第25までの各部に順次配付す

る。

7 第1 、第2、第4から第7まで、第10，第14、第15，第21及び第26

の各部には、前項に定めるもの及び第9条第1項の裁判部事務等検討委員会の処

置による場合のほか、専門事件以外の事件を配付しない。

8 第17，第1 9及び第20の各部に第5条第1項第15号の事件を配付したと

きは、各5件の割合による普通事件が配付されたものとして計算する。

9 第3、第8、第9、第1 1から第13まで、第1 6から第20まで及び第22

から第25までの各部に第5条第1項第1 1号の通常訴訟事件を配付したときは、

各5件の割合による普通事件が配付されたものとして計算する。

10 第3、第8、第9、第1 1から第13まで、第16から第20まで及び第2

2から第25までの各部に第5条第1項第1 1号の民事保全事件（保全異議、保

全取消しの申立て及び起訴命令の申立てを除く。 ）を配付したときは各1件の、

同保全異議事件を配付したときは各2件の、普通事件が配付されたものとして算

定する。ただし、第5条第1項第1 1号の民事保全事件に関連するとして配付さ

れた民事保全事件は、民事保全事件としても普通事件としても算定しない。

1 1 事件の配付に当たっては、事件の当事者が5人までのものを1件、 10人ま

でのものを2件、 15人までのものを3件、 20人までのものを4件、 2()人を

超えるものを5件と算定する。ただし、裁判部事務等検討委員会は、事情に応じ

て、 これと異なる調整の処置をすることができる。

12 裁判部事務等検討委員会は、司法修習生指導担当裁判官又は法科大学院への

派遣裁判官が所属する部に対する事件の配付について、特別の定めをすることが
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できる。

13 次の各号に掲げる事件は、 当該不服申立て又は再審の対象となった裁判をし

た部に配付する。

(1) 控訴提起事件及びこれに付随する執行停止事件

（2） 上告、飛躍上告又は抗告各提起事件及びこれらに付随する執行停止事件

（3） 飛躍上告受理申立事件及びこれに付随する執行停止事件

（4） 再審事件及びこれに付随する執行停止事件

（5） 消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁判手続の特例に関する

法律第46条に基づく異議の申立事件及びこれに付随する執行停止事件（ただ

し、執行停止事件が異議後の訴訟事件の第1回口頭弁論期日終了後に申し立て

られた場合には、異議後の訴訟事件の係属部に配付する〈， ）

14 差戻事件及びこれに付随する執行停止事件は、その余の専門事件及び普通事

件と区別して次のとおり配付する。

(1) 専門事件（租税事件、一般行政事件、人身保護事件、知的財産事件、医事関

係事件等（交通事件に該当する場合を除く。 ）及び共通義務確認事件を除

く。 ）は、第］項の規定に準じて配付する。

（2） 租税事件及び一般行政事件は、第2部及び第7部（当該不服申立ての対象と

なった裁判をした部を除く。 ）に順次配付する。

（3） 人身保護事件は、第3、第8、第9、第1 1から第1 3まで、第16から第

20まで及び第22から第25までの各部（当該不服申立ての対象となった裁

判をした部を除く。 ）に順次配付する。

（4） 知的財産事件は、第21部及び第26部（当該不服申立ての対象となった裁

判をした部を除く。 ）に順次配付する。

（5） 医事関係事件等（交通事件に該当する場合を除く。 ）は、第17、第19及

び第20の各部（当該不服申立ての対象となった裁判をした部を除く。 ）に||偵

次配付する。
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（6） 共通義務確認事件は、第3、第8、第9、第1 1から第1 3まで、第1 6か

ら第20まで及び第22から第25までの各部（当該不服申立ての対象となっ

た裁判をした部を除く。 ）に順次配付する。

（7） 普通事件は、第3、第8、第9、第1 1から第13まで、第16から第20

まで及び第22から第25までの各部（当該不服申立ての対象となった裁判を

した部を除く。 ）に順次配付する。

（8） 普通事件の控訴事件は、第3、第8、第9、第1 1から第13まで、第16

から第2（)まで及び第22から第25までの各部（当該不服申立ての対象とな

った裁判をした部を除く。 ）に順次配付し、交通事件の控訴事件は、第3、第

8、第9、第1 1から第13まで、第15から第20まで及び第22から第2

5までの各部（当該不服申立ての対象となった裁判をした部を除く。 ）に順次

配付し、租税事件及び一般行政事件の控訴事件は、第2部及び第7部（当該不

服申立ての対象となった裁判をした部を除く。 ）に順次配付し、 1塁事関係事件

等（交通事件に該当する場合を除く。 ）の控訴事件は、第1 7，第19及び第

2()の各部（当該不服申立ての対象となった裁判をした部を除く。 ）に順次配

付し、その他の専門事件の控訴事件は、 当該専門部に配付する。

1 5 除斥及び忌避の事件は、 申立てをされた職員の所属する部並びに申立てをさ

れた専門委員及び労働審判員の関与する事件が係属する部を除いて、第3、第

8，第9、第1 1から第13まで、第16から第20まで及び第22から第25

までの各部に順次配付する。

1 6 民事訴訟法の規定による過料事件は、基本となる事件の係属中の部又は係属

した部に配付する。

1 7 テレビ会議システムを利用して行う証人等の尋問、弁論準備手続の期日若し

くは進行協議期日における手続又は書面による準備手続における協議の各共助事

件は、民事訟廷庶務係において処理する。

（関連事件の処理）
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第7条相関連する事件は、同一の部に配付する。

2 相関連する事件が数個の部に係属していることが判明したときは、関係各部が

協議の上、 これを一つの部に集めることができる。

3 前2項の規定により関連事件を配付し、又は他に移した場合には、直後に受け

付けた新件で調整する。

（本案事件及び既済事件に関する各種申立事件の処理）

第8条前2条により各部に係属する本案事件に関する各種申立事件は、本案事件

が係属する部に配付する。

2 正本（謄本）の交付、執行文の付与及び執行文付与に関する異議並びにこれら

に付随する執行停止その他既済事件（平成15年法律第109号により廃止され

た人事訴訟手続法に定める訴訟事件並びに離婚又は離縁の無効確認及び親族法上

の身分関係確定請求の訴訟事件（以下「人事事件」 という。 ）を含む。 ）に関す

る各種申立事件は、 当該既済事件が係属していた部（記録が本案事件を担当する

他の部に送付されたときは、 当該他の部）に配付する。

3 前項の部がないとき、及び仮既済とした事件について期日指定の申立てがあっ

たときは、 これを新件とみなして、前2条の例により配付する。

（事件配付の停止等）

第9条裁判官に病気その他長期の差し支えが生じたとき、一つの部に係属する事

件が著しく多数に達したとき、その他相当の理由があるときは、裁判部事務等検

討委員会は、相当の期間その部に対する事件の配付を全部若しくは－．部停止し、

又はその部に係属する事件の全部若しくは一部を他の部に移すことができる。

2 事件配付の停止を解除した後に、その部の係属事件数が減少し、他の部との間

に著しく不均衡が生じた場合には、裁判部事務等検討委員会は、調整のために必

要な処置をとることができる。

3 配付された事件を当該部で処理することが相当でないときは、裁判部事務等検

討委員会は、 申出により、 これを他の部に移すことができる。 この場合には、直
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後に受け付けた新件で調整する。

（特殊大型事件の処理）

第9条の2 普通事件のうち、係属部からの申出により、次の各号の--に該当し、

その処理に多大の時間と労力を要するものとして裁判部事務等検討委員会が認定

した事件を特殊大型事件とする。

(1) 争点が多く、事案が錯そうしている事件

（2） 書証の数又は尋問予定の証人及び本人の数が膨大である事件

（3） 当事者の数が膨大で、かつ、 当事者の個別の事情が問題となる事件

（4） 重要な社会的問題又は法令の解釈適用上困難な問題を含む事件

（5） 事件進行上の負担が極めて大きい事件

2 部に配付された事件が前項により特殊大型事件と認定された場合において、 当

該事件を他の部で処理させるのを相当とするときは、裁判部事務等検討委員会

は、係属部からの申出により、第6条第2項に掲げる各部（第17，第19及び

第20の各部を除く。 ）のうち特殊大型事件が係属していない部に対して、同項

記載の順序に従い、 当該事件を移すものとする。 この申出は、事件が配付された

後、可及的速やかにしなければならない。

3 前項の定めにより事件を移す部がないときは、裁判部事務等検討委員会は、第

6条第2項に掲げる各部（第1 7，第19及び第20の各部を除く。 ）のうち特

殊大型事件の係属件数の少ない部に対して、同項記載の順序に従い、事件を移す

ものとする。

（特殊大型行政事件の処理）

第9条の3 租税事件及び一般行政事件のうち、係属部（第2部又は第7部）から

の申出により、前条第1項各号の一に該当し、その処理に多大の時間と労力を要

するものとして裁判部事務等検討委員会が認定したものを特殊大型行政事件とす

る。

2 第2部又は第7部（租税・行政部）に配付された事件が前項により特殊大型行
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、

政事件と認定された場合において、特殊大型行政事件を第2部及び第7部に交互

に係属させるため必要があり、かつ、 当該事件を係属部以外の租税・行政部で処

理させるのを相当とするときは、裁判部事務等検討委員会は、係属部からの申出

により、 当該事件を他の租税・行政部に移すものとする。 この申出は、事件が配

付された後、可及的速やかにしなければならない。

第3章 裁判官の配置、開廷日割及び代理順序

（裁判官の配置及び開廷日割）

第10条裁判官の配置及び各部の開廷日割は、別表1のとおりとする。

2 所長は、新任判事補（判事補のうち、最初に任命された日から3年に達する日

以降の最初の3月3 1 日を経過していない者をいう。以下同じ。 ）の研さんのた

め、 当該判事補（刑事部配置の者を含む。 ）に対し、期間又は日を定めて、第

1 、第6及び第14の各部の裁判事務を取り扱わせることができる。

3 第17、第19若しくは第2()の各部が第5条第1項第15号に掲げる事件を

調停に付したとき、又は第21部若しくは第26部がその部の事件を調停に付し

たときは、 当該事件の第10部における処理に限り、調停に付した部に所属する

裁判官のうち当該部の指定する者を第10部所属の裁判官とみなす。

4 第5条第1項第10号に掲げる事件について調停が申し立てられたときは、 当

該事件の第10部における処理に限り、第21部又は第26部に所属する裁判官

のうちそれぞれの部の指定する者を第10部所属の裁判官とみなす。

5 第5条第1項第15号に掲げる事件について調停が申し立てられたときは、 当

該事件の第1 0部における処理に限り、第17、第1 9又は第2（)の各部に所属

する裁判官のうちそれぞれの部の指定する者を第10部所属の裁判官とみなす。

6 第4部が第5条第1項第9号に掲げる事件を調停に付した場合又は同号に掲げ

る事件について調停が申し立てられた場合に,おいて、第4部と第1 （)部の協議に
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より第4部に所属する裁判官が処理することを相当と認めたときは、 当該事件の

第10部における処理に限り、第4部に所属する裁判官のうち同部の指定する者

を第10部所属の裁判官とみなす。

7 特定債務等の調整の促進のための特定調停に関する法律第2条第3項に規定す

る特定調停の申立事件であって法人の私的整理に関するものについて、第6部と

第10部との協議により第6部に所属する裁判官が処理することを相当と認めた

ときは、当該事件の第10部における処理に限り、第6部に所属する裁判官のう

ち|司部の指定する者を第10部所属の裁判官とみなす。

（調停主任）

第l l条第10部所属の裁判官を民事調停法第7条第1項の調停主任とする。

2 本庁勤務の民事調停官を民事調停法第23条の3第2項、第7条第1項の調停

主任とする。

（労働審判官）

第1 1条の2 第5部所属の裁判官を労働審判法第8条の労働審判官とする。

（裁判事務の代理）

第12条裁判事務の代理は、次のとおりとする。

(1) 部の裁判官に差し支えがあるときの裁判事務については、その裁判官が所属

する部の他の裁判官が代理し、 これによることができないときの代理関係は、

別表2のとおりとする。

（2） 前号の規定によることができないときは、所長が指名する裁判官が代理す

る。

（3） 夏期休廷期間中における代理関係は、本庁民事部の裁判官の協議によって定

める。
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（第2編（本庁民事部）第3章第10条第1項）

別表1

裁判官の配置及び開廷日割

〆

(保全部）

判官

(毎日）第1民事部

井上直哉

三宅知三郎

太田多恵

仲井葉月

島崎乃奈

関 尭煕

宮原翔子

鈴村悠・恭

植村寺仁

林 奈桜

丸林裕矢

永田雄一

浜崎俊文

中 ノI和 ・俊

橋本康平

裁

〃

〃

〃

、

〃
〆

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

(月火水金)

横田典子

（兼）森鍵

田辺暁志

森 文弥

第2民事部（租税・行政部）

裁判官

〃

〃

〃

24

ｰ



立仙早矢〃

(月火木金）第3民事部（普通部）

． 裁判官 林 潤

神田温子

棚橋知子

吉田 純

〃

〃

〃
タ

第4民事部（商事部）

裁判‘官

(毎日）

谷村武則

三重野真人〃

吉人

泰樹 ！

黒田

竹田

〃

〃

《

(毎日）第5民事部（労働部）

裁判官

､

横田

尾河

蒲田

長谷川

山中

岩崎

岩佐

岡野

紀
久

日
Eヨ

士
ロ〃

祐
武
洋
雄
圭

〃
一

久
美

〃

…

〃

亮〃

祐
也

〃

慎〃

第6民事部（倒産部）

裁判官

(毎日）

中山

吉澤

小川

金

誠
邦
貴
洪

一

、

和〃

寛
周

〃

〃
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、

I

山本健太

〔部）（月火木金）

徳地． 淳

新宮智之

太田章子

牛擴裕輝

(月水木金）

中尾 彰

松本明子

神永 暁

（兼）簸野拓輝

‘ 枚田雅樹

(火水木金）

達野ゆき

古賀英武

伊藤拓也

黒川真吾

〃

行政部）第7民事部（租税・
I

裁判官

〃

〃

〃

第8民事部（普通部）
■

裁判官

〃

〃

〃

〃

第9民事部（普通部）

裁判官

〃

〃

〃

第10民事部（建築・調停部） （毎日）

裁判官 中川博文

〃 ;・ 安木 進

〃 鈴木雅．久

〃 （兼）永田雄一

〃 橋本悠子

第11民事部（普通部）（月水木金） ・

裁判官 土井文美

〃 石原和孝

や

、

夕
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、

田達

澤裕

生
登

奥
宮

〃

〃

第12民事部（普通部）

裁判官

(月火水金）

真
智
智
佳

子

田
山
谷
藤

治
之
彦
子

小

木
大
伊

〃

〃

〃

第13民事部（普通部）

裁判官

(火水木金） 一 ●

成
柴
伊
中

晋
義
大
和
高

田
田
澤
川
田

司

人
介
俊
史

〃

〃

(兼）〃

豊〃

(毎日）第14民事部（執行部）

裁判官 森
野
松
秋
亀

鍵
上
本
本
井

一

誠
幸
円
奨

〃
一

奈
香

〃

〃

之〃

第15民事部（交通部）

裁判官

(毎日）

武田瑞

中武由

中鴫謙

安井龍

那波一郁

佳
紀
英
明
‐
香
成

『

〃

〃

〃

〃

木戸口 ‘|亙〃
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ノ

I

橋
井

高
横
林

憲太

千穂

憲太朗

〃

〃

〃

第16民事部（普通部）

裁判官

(月水木金）

将利

千恵子

貴昭

遼

石丸

鈴木

村上

武藤

〃

〃

〃

(月火水木）第17民事部（医事部）

裁判官 徳増誠、一

葛西功洋

皆川 更

手嶋悠生

I

〃

〃

〃

(月火水金）第18民事部（普通部）

裁判官 宮崎朋紀

横田典子

長 丈博

玉田雅義

比舍昌志

(兼）〃

〃

〃

〃

！

第19民事部（医事部）

裁判官

(毎日）

大森直哉

能宗美和

小ノl l 貴裕

小西池 将

〃

〃

〃

第20民事部（医事部）

裁判官

(月火水金）

冨上智子
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＃

〃 長谷川利明

〃 植田裕紀久

〃 （代行）大西康平

〃 若松達郎

第21民事部(知的財産権部） （火木）

武宮

阿波野

子
，
起
子童自

英
右
美

裁判官

〃

(兼） 島
峯

田〃

健一郎〃

第22民事部（普通部）

裁判官

(火水木金）

松 本
江
田
藤

幸
輝
平
大

展
泰
幸
雄

直
寺

〃

〃

加〃

(月火水木）第23民事部（普通部）
p

‘ 裁判官 繁
由
靖
平
香
な

岡
田
田
田

西
芝
黒
堀

〃

〃

ｆ

ら〃

第24民事部（普通部）

‘ 裁判官

(月火木金）

村
口
木
中
崎

範
士
之

武
敦
基
耕

野

山
‐
鈴
山
田

〃

(代行）〃

〃
一

歩里〃

第25民事部（普通部） (火水木金）
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、

、

小 ノl l 嘉基裁判官
『

）

宮崎純一郎

岸田二郎

北岡佑太

〃

〃

＝〃

'

第26民事部（知的財産権部） (月木）

隆
子
起
喜美
右

松阿彌

島，田

阿波野

裁判官

〃

ｊ
ｊ
兼
兼
く
く

〃

健一郎峯〃
く

｝

0

、

／

～

〆

に 〃
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(第2編（本庁民事部）第3章第12条第1号）

別表2

代理部

第14部

第7部

第8部

第6部又は第15部

第2部又は第7部

第4部又は第15部

第2部

第3部

第11部

第6部

第9部

第13部

第12部

第1部

第4部又は第6部

第18部、

第19部

第16部

第20部

第17部

第26部

第23部

６
６
個
個

立
口
立
口
立
口
立
口

８
部
部
部
部
部
部
部
部
部
０
・
１
２
３

立
口
－
２
３
４
５
６
７
８
．
９
１
１
１
１

各
第
第
第
第
第
第
第
第
第
第
第
第
第
第14部

６
１
１
６
１
６
６
１

立
口
立
脚
立
口
辻
ロ
立
ロ
立
口
立
画
立
口

５
６
７
８
９
０
１
２

１
１
１
１
１
２
２
２

第
第
第
第
第
第
第
第

グ

I

、

＝
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第 3 編 本庁刑事部

第1章 通 則

（部の設置）

第13条本庁刑事部に第1から第15までの各部を置く。

（定義）

第14条この編において、次の各号に掲げる用語の意義は当該各号に定めるとこ

ろによる。

(1) 普通部第1から第9まで、第1 1 、第13から第1 5までの各部をいう。

（2） 租税部第12部をいう。

（3） 令状部第10部をいう。

（4） 裁判員事件裁判員の参加する刑事裁判に関する法律（以下「裁判員法」 と

いう。 ）第2条第1項各号に規定する事件をいう。

（5） 通常合議事件裁判員事件以外の法定合議事件をいう。

（6） 租税事件各種税法違反訴訟事件をいう。ただし、関税法違反訴訟事件を除

く。

（7） 普通事件裁判員事件、通常合議事件及び租税事件以外の訴訟事件をいう。

（8） 特別配付事件裁判員事件、通常合議事件及び普通事件のうち、事案が複雑

困難な事件又は多数回の開廷が見込まれる事件について、 当該事件の係属部か

らの申出により、裁判部事務等検討委員会が特別配付相当と認定した事件をい

Ｏ

言
う

(9) 即決裁判事件刑事訴訟法第350条の16により起訴と同時に即決裁判手

続の申立てがあった事件をいう。

(10処遇事件心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等

に関する法律（以下「医療観察法」 という。 ）第3条第1項に規定する事件を
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いう。

第2章 裁判事務の分配

（訴訟事件の配付）

第15条訴訟事件は、特に定めるもののほか、裁判員事件、通常合議事件、一人

制事件の区別に従い、それぞｵ1,次の各部にその記載の割合で順次配付する。

(1) 裁判員事件

普通部及び租税部 各1

（2） 通常合議事件

普通部及び租税部 各1

（3） 一人制事件

租税部 1 2

第15部 1 1

第5部 10

上記以外の普通部 各6

2 租税事件及びこれと併せて起訴された裁判員事件、通常合議事件又は普通事件

は、租税部に、即決裁判事件は、第1 5部に配付する。

3 前2項の事件の配付に当たっては、起訴状ごとに被告人の数に応じ1人をもっ

て1件と算定し、租税事件の1件は、普通事件4件と計算する。

4 特別配付事件は、特別配付相当認定ごとに、普通部及び租税部に順次配付替え

する。

5 前項の規定に基づき配付替えがされた場合には、事件を他に移した部につい

て、裁判員事件、通常合議事件又は普通事件の区別に従い、直後に受け付けた新

件で調整する。

6 裁半ll部事務等検討委員会は、司法修習生指導担当裁判官又は法科大学院への派
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遣裁判官が所属する部に対する事件の配付について、特別の定めをすることがで

きる。

7 第1項の規定により事件を配付し、又は第4項の規定により事件を配付替えす

るに当たり、事件の配付を受けるべき部に所属する裁判官がその事件（和税事件

を除く。 ）につき勾留状の発付その他の勾留に関する請求に係る処分、少年法第

1 7条、第20条若しくは第43条の処分、国際的な協力の下に規制薬物に係る

不正行為を助長する行為等の|坊止を図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例

等に関する法律（以下「麻薬特例法」 という。 ）第5章の保全に関する処分、組

織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律（以下「組織的犯罪処罰

法」 という。 ）第4章の保全に関する処分又は不正競争防止法第8章の保全に関

する処分をしたもの及び刑事訴訟法の準抗告事件（他の法令において刑事訴訟法

の準抗告手続の例によるとされるものを含む。 ）の裁判をしたものであるとき

は、それらの事件を次順位の部に配付し、又は配付替えし、それぞれ直後に受け

付けた新件又は特別配付事件で調整する。

（指定弁護士が起訴した事件の配付）

第1 5条の2 指定弁護士（検察審査会法第41条の9第1項の指定を受けた弁護

士をいう。 ）が公訴を提起した事件は、租税事件を含むものは、租税部に、その

他のものは、普通部に順次配付する。ただし、即決裁判事件は、第1 5部に配付

する。

（再審請求事件及び差戻事件の配付）

第16条再審請求事件及び差戻事件は、それぞれ、裁判員事件、通常合議事件、

一人制事件の区分に従い、原裁判をした部以外の部（令状部を除く。 ）に順次配

付する。ただし、租税事件を含む事件は、租税部に配付する。

2 再審開始決定が確定した事件は、裁判員事件、通常合議事件、一人制事件の区

分に従い、原裁判をした部及び再審開始決定をした部以外の部（令状部を除

く。 ）に順次配付する。ただし、租税事件を含む事件は、租税部に配付する。
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（処遇事件の配付等）

第16条の2 処遇事件のうち医療観察法第33条第1項並びに第59条第1項及

び第2項による申立事件は、特に定めるもののほか、令状部を除く各部に順次配

付する。ただし、同法第59条第1項又は第2項による申立事件については、同

条掲記の決定をした部がある場合には、その部に配付する。

2 医療観察法第49条第1項、第2項、第50条、第54条第1項、第2項若し

くは第55条による申立事件又は競合する処分の調整の申立て（同法第76条第

1項若しくは第2項）に係る事件は、前項による配付とは別に、令状部を除く各

部に順次配付する。ただし、その対象者（同法第2条第3項に規定する者をい

う。以下同じ。 ）について、 これらの処遇事件又は同法第33条第1項、第59

条第1項若しくは第2項による申立てに対し決定をした部がある場合には、直近

にそれらの決定をした部に配付する。

3 処遇事件の係属する裁判所の合議体の構成員である裁判官が、医療観察法第4

1条第1項の決定をしたときは、 当該裁判官が所属する部の裁判官で構成する合

議体により、同法第40条第1項第1号の事由に該当するか否かについての審理

及び裁判を行う。

4 医療観察法第68条第2項本文又は第71条第2項後段による差戻事件は、第

1項の規定に準じ、原裁判をした部以外の部に順次配付する。

5 医療観察法第34条第1項前段又は第60条第1項の鑑定入院命令に関する処

分は、 ｜司法第33条第1項、第59条第1項若しくは第2項による申立事件の配

付を受けた部において処理する。ただし、休日 （裁判所の休日に関する法律に規

定する裁判所の休日をいう。以下同じ。 ）は、準抗告申立事件の休日当番部（第

19条第4項の規定により、刑事部裁判官が協議して定める部をいう。 ）におい

て処理する。

（除斥、忌避及び回避事件の配付）

第1 7条除斥、忌避及び回避の事件並びに心神喪失等の状態で重大な他害行為を
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行った者の医療及び観察等に関する法律による審判の手続等に関する規則第8条

第1項の除斥の決定に係る事件は、令状部を除く各部に順次配付する。ただし、

事件の配付を受けるべき部が忌避申立てされた職員、回避の申立てをした職員又

は除斥事由の存否が問題となっている職員の所属する部であるときは、次順位の

部に配付し、直後に受け付けた新件で調整する。

（令状事件、勾留に関する処分等の処理）

第18条各種の令状請求事件、第1回公判期日前の勾留に関する処分、被疑者に

付する国選弁護人の選任及び解任に関する処分、麻薬特例法の保全に関する処分

（第5章の保全に関する処分については第1回公判期日後のものを、麻薬特例法

第23条の規定により組織的犯罪処罰法第6章の規定による共助の例によるとさ

れる場合については審査請求後のものを除く。以下この条において同じ。 ）の請

求'事件、組織的犯罪処罰法の保全に関する処分（第4章の保全に関する処分につ

いては第1回公判期日後のものを、第6章の保全に関する処分については審査請

求後のものを除く。以下この条において同じ。 ）の請求事件、不正競争防l上法の

保全に関する処分（第8章の保全に関する処分については第1回公判期日後のも

のを、不正競争防止法第40条の規定により組織的犯罪処罰法第6章の規定によ

る共助の例によるとされる場合については審査請求後のものを除く。以下この条

において同じ。 ）の請求事件及び刑事訴訟法第1 79条第1項、第187条の

2、第226条又は第227条第1項による請求事件並びに共助事件は、第2項

に定める場合を除き、令状部が処理する。ただし、令状部以外の部が準抗告審と

して発付した勾留状に係る第1回公判期日前の勾留理由開示の手続は、 当該部が

処理する。

2 勤務時間外に受理した令状請求事件、第1回公判期日前の勾留に関する処分、

被疑者に付する国選弁護人の選任及び解任に関する処分、麻薬特例法の保全に関

する処分の請求事件、組織的犯罪処罰法の保全に関する処分の請求事件並びに不

正競争防止法の保全に関する処分の請求事件は、休日の午前9時から午後5時ま
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では日直裁判官が、平日及び休日の午後5時から翌朝午前9時までは宿直裁判官

が、それぞれ処理する｡

3 日直裁判官には、刑事部裁判官（大阪地方裁判所司法行政事務処理規程第21

条第3項第1号及び第2号の所長代行者である者並びに|司規程第22条の刑事上

席裁判官である者を除く。以下この項において同じ。 ） 、民事部配置の新任判事

補及び新任判事補以外の民事部裁判官（部の事務を総括する裁判官（以下この項

及び次条において「部総括裁判官」 という。 ）及び部総括裁判官が所長代行者で

ある場合に部総括裁判官を第1順位で代理する裁判官を除く。 ）のうち宿直を担

当しない裁判官を充て、宿直裁判官には、刑事部裁判官、民事部裁判官（部総括

裁判官及び部総括裁判官が所長代行者である場合に部総括裁判官を第1順位で代

理する裁判官を除く。 ） 、堺支部勤務の裁判官（堺支部長及び民事部の総括裁判

官を除く。 ） 、大阪簡易裁判所裁判官（65歳未満の者に限る。 ）及び堺簡易裁

判所裁判官（65歳未満で、大阪簡易裁判所判事の職務代行を命ぜられた者に限

る。 ）を充てる。ただし、大阪簡易裁判所裁判官（職務代行裁判官を含む。 ）

は、第39条第4項により、令状等の請求先が大阪簡易裁判所とされたものにつ

いて、その処理を行う。

4 判事及び判事の権限を有する判事補は、 日直又は宿直当番中に限り、大|坂地方

裁判所管内の簡易裁判所の裁判官の職務をも行うものとする。

5 日直又は宿直に関する事項は、第3項に規定する裁判官が協議して定める。

（傍受の原記録の保管事務の処理）

第18条の2 犯罪捜査のための通信傍受に関する法律（以下「通信傍受法」 とい

う。 ）に基づく傍受の原記録の保管に係る事務（同法第30条第2項ただし書

（同条第3項後段において準用する場合を含む。 ）の処分を含む。以下「傍受の

原記録保管事務」 という。 ）は、令状部の部総括裁判官が処理する。 ｜司裁判官に

差し支えがあるときは、令状部所属の裁判官（判事又は判事の権限を有する判事

補に限る。 ）が、別表3記載の順序により、その事務を処理する。
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2 執務時間外に傍受の原記録を使用する必要が生じた場合には、 日直又は宿直の

裁判官（判事又は判事の権限を有する判事補に限る。 ）が傍受の原記録保管事務

を処理する。

3 緊急の必要のため前2項によることができないときは、所長が指名する裁判官

が傍受の原記録保管事務を処理する。

（その他の事件の配付）

第1 9条刑事補償請求事件、刑事訴訟法第188条の3、第362条、第5（)0

条、第501条及び第502条による申立事件並びに総合法律支援法第39条第

3項による申立事件は、本案の裁判をした部に配付する。ただし、本案の裁判を

した部が第4部又は第1 1部であるときは、令状部を除く各部に順次配付する。

2 刑事訴訟法第262条による付審判請求事件は、令状部を除く各部に順次配付

する。

3 刑事訴訟法第266条第2号の決定により審判に付された事件は、 当該決定を

した部以外の部（令状部を除く。 ）に順次配付する。

4 刑事訴訟法の準抗告事件（他の法令において刑事訴訟法の準抗告手続の例によ

るとされるものを含む。 ）は、令状部を除く各部に順次配付する。その配付及び

処理に関する事項は、本庁刑事部の裁判官の協議によって定める。

5 刑の執行猶予の言渡取消請求事件は、必要的取消し又は裁量的取消しの分類別

に、令状部を除く各部に順次配付する。

6 刑事訴訟法第96条第3項の請求事件は、本案の裁判をした部に配付する。た

だし、本案の裁判をした部が第4部又は第1 1部であるときは、令状部を除く各

部に順次配付する。

7 刑事訴訟法第222条第7項の処分の請求事件は、令状部を除く各部に順次配

付する。ただし、本案が係属しているときは、本案が係属している部に配付す

る6

8 組織的犯罪処罰法第62条第1項（麻薬特例法第23条により組織的犯罪処罰
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法第6章の規定による共助の例によるとされる場合及び不正競争防止法第40条

により組織的犯罪処罰法第6章の規定による共助の例によるとされる場合を含

む。 ）の審査請求事件は、令状部を除く各部に順次配付し、同法第65条第1項

（麻薬特例法第23条により組織的犯罪処罰法第6章の規定による共助の例によ

るとされる場合及び不正競争防止法第40条により組織的犯罪処罰法第6章の規

定による共助の例によるとされる場合を含む。 ）の取消請求事件は、 当該決定を

した部に配付する。ただし、 当該決定をした部が第4部又は第1 1部であるとき

は、令状部を除く各部に順次配付する。

9 更生保護法第52条第6項の規定による特別遵守事項の設定又は変更に関する

求意見に係る事務は、令状部を除く各部が順次処理する。ただし、その保護観察

を言い渡した部がある場合は、その部が処理する。

1 0 裁判員法第3条第1項の対象事件からの除外請求（職権に係るものを含

む。 ）事件、同法第3条の2第1項の対象事件からの除外請求（職権に係るもの

を含む。 ）事件、同法第35条第1項（同法第38条第2項、第47条第2項及

び第92条第2項において準用する場合を含む。 ）の異議申立事件、 ｜司法第41

条第1項の裁判員又は補充裁判員の解任請求事件（同条第2項の規定により送付

を受けた事件に限る。 ） 、同法第42条第1項の異議申立事件、同法第43条第

2項の通知に係る裁判員又は補充裁判員の解任の事件及び第94条第1項の異議

申立事件は、その本案である裁判員事件が係属している部（以下この項において

「本案係属部」 というc ）に配付し、令状部所属の裁判官のうち同部の指定する

者（以下この項において「令状部裁判官」 という。 ）が処理する。 これらの事務

の処理に限り、令状部裁判官を本案係属部所属の裁判官とみなす。

1 1 検察審査会による指定弁護士の指定又はその取消しに関する事務（受訴裁判

所の権限に属するものを除く。 ）は、令状部が処理する。

1 2 平成30年5月1 6日付け最高裁刑二第199号刑事局長、家庭局長、総

務局長、経理局長通達「刑事訴訟法第1 57条の6第2項に規定する方法による
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証人等の尋問等の手続について」により、共助事件に準じて取り扱われる嘱託

は、令状部を除く各部に順次配付する。

（関連事件等の処理）

第20条相関連する事件は、同一の部に配付することができる。その配付に関す

る準則は、本庁刑事部の裁判官の協議によって定める。

2 相関連する事件その他併合審理を相当とする事件が数個の部に係属しているこ

とが判明したときは、関係各部が協議の_l:、 これを一つの部に集めることができ

る。

3 前2項の規定により関連事件を配付し、又は他に移した場合には、直後に受け

付けた新件で調整する。

（事件配付の停止等）

第21条裁判官に病気その他長期の差し支えが生じたとき、一つの部に係属する

事件が著しく多数に達したとき、その他相当の理由があるときは、裁判部事務等

検討委員会は、相当の期間その部に対する事件の配付を全部若しくは一部停止

し、又はその部に係属する事件の全部若しくは一部を他の部に移すことができ

る。

2 事件配付の停止を解除した後に、その部の係属事件数が減少し、他の部との間

に著しい不均衡が生じた場合には、裁判部事務等検討委員会は、調整のために必

要な処置をとることができる。

3 配付された事件を当該部で処理することが相当でないときは、裁判部事務等検

討委員会は、 申出により、 これを他の部に移すことができる。 この場合には、直

後に受け付けた新件で調整する。

4 第4部及び第1 1部には、 当分の間、事件を配付しない。

第3章 裁判官の配置、開廷日割及び代理順序
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（裁判官の配置及び開廷日割）

第22条裁判官の配置及び各部の開廷日割は、別表3のとおりとする。

2所長は、新任判事補の研さんのため、当該判事補（民事部配置の者を含む。 ）

に対し、期間又は日を定めて､令状部の裁判事務を取り扱わせることができる。

（裁判事務の代理）

第23条裁判事務の代理は、第18条の2に定めるもののほか、次のとおりとす

る。

（1） 令状部を除く各部の代理関係は、別表4のとおりとし、夏期休廷期間中は、

代理関係にある開廷部が順位に従って代理する。

（2） 令状部の裁判官に差し支えがあるときは、所長が指名する裁判官が代理す

る。

(3) 普通部、租税部又は令状部の裁判官に差し支えがあり、

とができないときは、所長が指名する裁判官が代理する。

合議体を構成するこ

4
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（第3編（本庁刑事部）第3章第22条第1項）
C

別表3

裁判官の配置及び開廷日割

(毎日）第1刑事部（普通部）

裁判官 加藤

大久保優

士肥大

陽
子
致

〃
●

〃

第2刑事部（普通部）

裁判官

(毎日）

近道

(代行）西川

(代行）久禮

金友

長谷川

（兼）伊藤

暁
篤
博
宏

郎

士
心〃

〃
一

平
豪

〃

〃

〃

佳子〃

第3刑事部（普通部）

裁判官

(毎日）

真理子

由雅

康一

祐太朗

御

辻

(代行）千

定

山
井
葉
松

〃

P

ノ

〃

〃

第4刑事部（普通部）
申

裁判官

(毎日）

内藤

(兼）大久保

(兼）土肥

之
子
致

裕
優
大

〃

〃

第5刑事部（普通部） (毎日）
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＄ 裁判官 中川 子
樹
介
已

綾
直
健
拓

恒光

小泉

西村

〃

〃

〃

第6刑事部（普通部）

裁判官

(毎日）

山田裕文

大寄 淳

安福幸江

薮野拓輝

(代行）〃

〃

〃

第7刑事部（普通部）
q

裁判官

(毎日）

緒
男
太
開

三村

松本

(兼）今泉

吉田

一
一
一

英
堀

〃

～

〃

〃

第8刑事部（普通部）

裁判官

(毎日）

田中伸

角田康

安曇大

一

洋
智

〃

〃

第9刑事部‘(普通部）

裁判官

(毎日）

矢野直邦

行方美和

林村優雅

〃

〃

第10刑事部（令状部） （毎日）

裁判官 昭
崇

敬瀬
尾

長
増
湯

〃

川 亮〃
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中井太朗

青木勇人

丸谷昂資

奥野青美

小草啓紀

岡野哲郎

森田千尋

山田明日香

伊藤佑貴

水谷 翔

薦田言淳平

〃

〃

〃

〃

〃

〃
、

〃

〃

〃

〃

リ
〃

第11刑事部（普通部）

裁判官

(毎日）

(兼）内藤

(兼）大久保

(兼）土肥

裕之

優子

大致

〃

〃

第12刑事部（租税部）

、

裁判官

(毎日）

市
匡
貴
堀
雅

渡部

． 梶川

岩崎

今泉

(兼）枚田

郎

士
心〃

彦
太
樹

〃

〃

〃

第13刑事部（普通部）

裁判官

(毎日）

崎
樂
田

岩
設
上

邦生

大輔

郁也

〃、

〃

第14刑事部（普通部） (毎日）
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1

、

ゆ

俊
章
佳也

裕
，
紗

坂
倉
上

裁判官 口

成
寺

〃
、

8、

ノ

（ 〃

5刑事部'(普通部）
〃 グi ：

裁･判、官

(毎日,）第1 1

末 陽
節
里
輝

弘
澤
橋
矢

一

1

史
３
奈
‐
乃

一
一
一’〃

、

）

高〃

高〃

I

や
へ

ダ

』

一

→

ノ

、 ｰ

〃L

ノ

（

'

1

、

、

（

と
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(第3編（本庁刑事部）第3章第23条第1号）

別表4

刑事各部の代理関係

＄

47

、
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代理部各部 第1順位 第2順位 第3順位

第1部 第2部 第3部
I

第9部

第2部 第3部 第1部

I

第8部

第3部 第1部 第2部
勺 一

第7部

第5部 第15部 ・ 第14部 第12部

第6部 第9部 第7部 第8部

第7部 第8部 第6部 第9部

第8部
C

G

第7部 第9部 第6部

口 6

第9部 第6部
ゥ.

第8部 第7部

第12部 第13部 第15部 第14部

‐ ●

第13部 第12部 第15部 第5部

第14部 第15部 第5部 第13部

第15部 第5部 第14部 第12部



ー

第4編 支 部

第1章 堺 支 部

（裁判官の配置）

第24条堺支部における裁判官の配置は、次のとおりとする。
、

第1民事部A

‘ 裁判 司
子
美
綾
恵
子里

恵
美
尚
徳
有

官 野田

藤野〃

真、 田〃

(兼）國

(兼）湯

嶋

分
浅
本

〃

〃

〃

第1民事部B

裁判 官 (兼）木太伸広

(兼）藤野美子

(兼）真田尚美

國分 綾

湯浅徳恵

(兼）琴岡佳美

(兼）本田真理子

(兼）鴫本有里子

(兼）山根直輝

(兼）奥野佑麻

(兼）竹内大明

(兼）西谷大吾

、

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃
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〆

､(兼）山田裕章〃

第2民事部

裁判 官 広
美
絵
輝
々

伸
佳
奈
直

太
岡
本
根

木
琴
吉
山

〃

〃

ノ

〃

第1刑事部

裁判 藤
竹
河
本

子
明
薫
子
未

弥
理

美
大
真
怜

官 原
内
本
田
田

〃

〃

．〃

士
ロ〃

第2刑事部

裁判官 荒
西
山
奥

木末佳

谷大吾

田裕章

野佑麻

〃

〃

、

〃

部に属しない裁判官

裁判官0 惣
大
安

美奈子

めぐみ

朋美

暁子

公裕

美衣瑠

脇
場
部
澤
上

〃

〃

土
ロ〃

塚
平

〃

井〃

（裁判事務の分配）

第25条堺支部に割堺支部における裁判事務の分配は､ ’次のとおりとする。
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〃

ll) 堺支部又は岸和田支部勤務の職員に対する除斥又は忌避の事件中、民事事件

に関するものは、第1民事部A、第2民事部の順に、刑事事件に関するもの

（回避事件を含む。 ）は、第1刑事部、第2刑事部の順に、それぞれ配付する。

ただし、事件の配付を受けるべき部が忌避申立てされた職員、除斥事由の存

否が問題となっている職員（刑事事件に関するものについては回避の申立てを

した職員を含む。 ）の所属する部等であるときは、他の部に配付し、直後に受

けた新件で調整する。

堺支部及び岸和田支部管内の簡易裁判所勤務の裁判官に対する除斥又は忌避

の事件中、民事事件に関するものは、第1民事部A、第2民事部の順に、刑事

事件に関するもの（回避事件を含む。 ）は、第1刑事部、第2刑事部の順に、

それぞれ配付する。

堺支部及び岸和田支部並びに同各支部管内の簡易裁判所の専門委員に対する

除斥又は忌避の事件は、第1民事部A、第2民事部の順に配付する。

(2) 民事訴訟事件は、第1民事部Aに5分の3，第2民事部に5分の2の割合

で、順次配付する。

(3) 民事執行事件、民事保全事件（異議及び取消事件を含む。 ） 、破産、再生、

会社更生及び特別清算事件、民事調停事件（他の部が当該部の裁判官による調

停に付した事件を除く。 ） 、商事非訟、民事非訟、借地非訟事件（過料事件を

含む。 ）及び公示催告事件、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関

する法律第4章に定める保護命令申立事件、保護命令の効力停止の申立事件及

び保護命令の取消申立事件並びに証拠保全事件（民事訴訟法第235条第1項

ただし書により受訴裁判所に申し立てなければならないものを除く。 ）及び訴

え提起前における証拠収集の処分の申立事件は、第1民事部Bに配付する。

(4) 基本となる事件のある民事雑事件は、基本となる事件が係属し又は係属した

部に配付する。基本となる事件のない民事雑事件（証拠保全事件及び訴えの提

起前における証拠収集の処分申立てを除く。 ）及び共助事件は、第1民事部A
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に配付する。

（5） 刑事訴訟事件のうち、裁判員の参加する刑事裁判に関する法律第2条第1項

各号に規定する事件及びそれ以外の法定合議事件並びに一人制事件は、各事件

ごとに、第1刑事部に2分の1，第2刑事部に2分の1の割合で順次配付する。

（6） 刑事訴訟法第429条の準抗告事件（他の法令において刑事訴訟法第429

条第1項の請求に係る手続の例によるとされるものを含む。 ）は、堺支部所属

の裁判官の協議によって定める。

（7） 令状事件は、堺支部及び堺簡易裁判所所属の裁判官の協議によって定める。

（8） 平成30年5月16日付け最高裁刑二第199号刑事局長、家庭局長、総務

局長、経理局長通達「刑事訴訟法第157条の6第2項に規定する方法による

証人等の尋問等の手続について」により、共助事件に準じて取り扱われる嘱託

は、第1刑事部に2分の1 、第2刑事部に2分の1の割合で順次配付する。

（9） 前8号に定める場合を除き、民事事件は第1民事部A、第2民事部に順次、

刑事事件及び医療観察法第33条第1項又は第59条第1項若しくは第2項の

申立てを受けた地方裁判所の裁判官が行う事務は第1刑事部、第2刑事部に順

次、それぞれ配付する。

2 判事及び判事の権限を有する判事補は、 日直当番中に限り、大阪地方裁判所管

内の簡易裁判所の裁判官の職務をも行うものとする。

（事件配付の停止等）

第25条の2 裁判官に病気その他長期の差し支えが生じたとき、一つの部に係属

する事件が著しく多数に達したとき、その他相当の理由があるときは、支部裁判

事務調整委員会は、相当の期間その部に対する事件の配付を全部若しくは一部停

止し、又はその部に係属する事件の全部若しくは一部を他の部に移すことができ

る。

2 事件配付の停止を解除した後に、その部の係属事件数が減少し、他の部との間

に著しく不均衡が生じた場合には、支部裁判事務調整委員会は、調整のために必
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要な処置をとることができる。

3 配付された事件を当該部で処理することが相当でないときは、支部裁判事務調

整委員会は、 申出により、 これを他の部に移すことができる。 この場合には、直

後に受け付けた新件で調整する。

（裁判事務の代理）

第26条裁判事務の代理は、次のとおりとする。

(1) 各部は、裁判事務につき、次のとおり相互に代理する。

第1民事部A又は第1民事部Bと第2民事部

第1刑事部と第2刑事部

第1刑事部又は第2刑事部と第1民事部A若しくは第1民事部B又は第2

民事部

（2） 各部の裁判官に差し支えがあるときは、堺支部長が指名する裁判官が代理す

る。

（3） 部の事務を総括する裁判官が差し支えのため裁判長の職務をとることができ

ないときは、その部に所属する裁判官が、第24条に記載する順序により、そ

の職務を行う。

（4） 緊急の必要のため前号の規定によることができないときは、堺支部長が指名

する裁判官が代理する。

（5） 堺支部の裁判官が代理することができないときは、所長が指名する裁判官が

代理する。

（6） 夏期休廷期間中における代理関係は、堺支部の裁判官の協議によって定め

る。

（開廷日割及び日直）

第27条堺支部の裁判官の開廷日割及び日直に関する事項は、 ｜司支部所属の裁判

官及び堺簡易裁判所の司法行政事務を掌理する裁判官の協議によって定める。
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第2章 岸和田支部

(裁判事務の分配）

岸和田支部における裁判事務の分配は、次のとおりとする。

裁判官 井上一成

他の裁判官の担当する事件を除くその余の民事事件及び非訟事件

裁判官 寺田悠亮

刑事公判事件（再審請求事件を含む。 ）の2分の’

第1回公判期日前の勾留に関する処分事件の2分の1

医療観察法第33条第1項又は第59条第1項若しくは第2項の申立

てを受けた地方裁判所の裁判官が行う事務の2分の1

更生保護法第52条第6項の規定による特別遵守事項の設定又は変更

に関する求意見に係る事務の2分の1

前記事件のほか、他の裁判官の担当する事件を除くその余の刑事事件

破産事件のうちの同時廃止事件の全部

債権執行事件のうちの配当事件の全部

財産開示事件及び第三者からの情報取得事件の3分の1

起訴前の証拠保全事件及び共助事件の2分の1

民事非訟事件の3分の1

裁判官 佐藤克則

民事訴訟事件（再審請求事件を含む。 ）の31分の9

債権執行事件、財産開示事件及び第三者からの情報取得事件を除く民

事執行事件の3分の1

民事保全事件（特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発

信者情報の開示に関する法律（平成13年法律第1 37号）第4章に

定める発信者情報開示命令事件並びにそれに付随する提供命令事件及

第28条
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び消去禁止命令事件を含む。 ）の2分の1

保全異議及び保全取消事件の2分の1

小規模個人再生事件及び給与所得者等再生事件の2分の1

人身保護事件の4分の､1

訴えの提起前における証拠収集の処分申立事件の4分の1

令状事件の8分の2

過料事件

裁判官 織田佳代

民事訴訟事件（再審請求事件を含む。 ）の31分の4

民事保全事件（特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発

信者情報の開示に関する法律（平成1 3年法律第1 37号）第4章に

定める発信者情報開示命令事件並びにそれに付随する提供命令事件及

び消去禁止命令事件を含む。 ）の4分の1

保全異議及び保全取消事件の4分の1

債権執行事件、財産開示事件及び第三者からの情報取得事件を除く民

事執行事件の3分の1

人身保護事件の4分の1

訴えの提起前における証拠収集の処分申立事件の4分の1

令状事件の8分の2

裁判官 千葉沙織

刑事公判事件（再審請求事件を含む。 ）の2分の1

第1回公判期日前の勾留に関する処分事件の2分の1

医療観察法第33条第1項又は第59条第1項若しくは第2項の申立

てを受けた地方裁判所の裁判官が行う事務の2分の1

更生保護法第52条第6項の規定による特別遵守事項の設定又は変更

に関する求意見に係る事務の2分の1
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配当事件を除く債権執行事件の全部

財産開示事件及び第三者からの情報取得事件の3分の2

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律第4章に定め

る保護命令申立事件、保護命令の効力停止の申立事件及び保護命令の

取消申立事件の3分の2

起訴前の証拠保全事件及び共助事件の2分の1

裁判官 佐藤志保

民事訴訟事件（再審請求事件を含む。 ）の31分の9

債権執行事件、財産開示事件及び第三者からの情報取得事件を除く民

事執行事件の3分の1

小規模個人再生事件及び給与所得者等再生事件の2分の1

人身保護事件の4分の1

訴えの提起前における証拠収集の処分申立事件の4分のl

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律第4章に定

める保護命令申立事件、保護命令の効力停止の申立事件及び保護命令

の取消申立事件の3分の1

令状事件の8分の2

裁判官 水 口 美弥

民事訴訟事件（再審請求事件を含む。 ）の31分の9

1司時廃止事件を除く破産事件の全部

小規模個人再生事件及び給与所得者等再生事件を除く再生事件の全部

会社更生事件、会社整理事件及び特別清算事件の全部

民事保全事件（特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発

信者情報の開示に関する法律（平成1 3年法律第1 37号）第4章に

定める発信者情報開示命令事件並びにそれに付随する提供命令事件及

び消去禁止命令事件を含む。 ）の4分の1
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保全異議及び保全取消事件の4分の1

人身保護事件の4分の1

訴えの提起前における証拠収集の処分申立事件の4分の］

令状事件の8分の1

商事非訟事件（過料事件を除く。 ）

民事非訟事件の3分の2

裁判官 栩木純一

．

D1■■

令状事件の8分の1

第28条の2再審請求事件は、原判決をした裁判官の係に配付する。

2差戻事件は、原判決をした裁判官を除く裁判官に配付する。

（事件配付の停止等）

第28条の3裁判官に病気その他長期の差し支えが生じたとき、一つの係に係属

する事件が著しく多数に達したとき、その他相当の理由があるときは、支部裁判

事務調整委員会は、相当の期間その裁判官の係に対する事件の配付を全部若しく

は一部停止し、又はその裁判官の係に係属する事件の全部若しくは一部を他の裁

判官の係に移すことができる。

2事件配付の停止を解除した後に、その裁判官の係の係属事件数が減少し、他の

裁判官の係との間に著しく不均衡が生じた場合には、支部裁判事務調整委員会

は、調整のために必要な処置をとることができる。

3配付された事件を当該係で処理することが相当でないときは、支部裁判事務調

整委員会は、申出により、これを他の係に移すことができる。 この場合には、直

後に受け付けた新件で調整する。

（裁判事務の代理）

第29条裁判事務について裁判官に差し支えがあるときは、岸和田支部長が指名

する裁判官が代理する。

2岸和田支部の裁判官が代理することができないときは、所長が指名する裁判官
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１

が代理する。

3 夏期休廷期間中における代理関係は、岸和田支部の裁判官の協議によって定め

る。

（開廷日割）

第30条岸和田支部の裁判官の開廷日割に関する事項は、同支部所属の裁判官及

び岸和田簡易裁判所の司法行政事務を掌理する裁判官の協議によって定める。

、

1

ー

ー
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第 5 編 管内簡易裁判所

第1章 大阪簡易裁判所

（係の設置）

第31条第1民事室に民事公判第1から第18まで並びに第21及び第22の各

係を、第2民事室に民事特殊事件係を、第3民事室に調停第］から第5までの各

係を置き、刑事室に刑事公判第1及び第2の各係、略式係並びに令状係を置く。

（民事公判係の裁判官の配置及び開廷日割）

第32条民事公判各係の裁判官の配置及び開廷日割は、別表5の第1のとおりと

する。

（民事公判係の事務の分配）

第33条民事公判係には、民事訴訟事件、民事少額訴訟事件、起訴前の証拠保全

事件、民事共助事件（調停に関する共助事件を除く。 ） 、 当事者の合意による借

地借家法第41条に定める事件及び意思表示の公示送達事件を配付する。

2 前項に規定する事件のうち、民事訴訟事件は、第1から第1 6まで、第21及

び第22の各係に、民事少額訴訟事件は、第17及び第1 8の各係に順次配付す

る。

3 第1項に規定する事件のうち、民事訴訟事件及び民事少額訴訟事件を除くその

他の事件は、各係に順次配付する。

なお、民事訴訟事件の配付の割合等は、民事公判係裁判官全員の協議により変

更することができる。

4 相関連する事件は、同一の係に配付する。

5 相関連する事件が数個の係に係属していることが判明したときは、関係各係が

協議の上、 これを一つの係に集めることができる。

6 前2項の規定により関連事件を配付し、又は他に移した場合には、直後に受け

58



付けた新件で調整する。

7 本案事件に関する各種申立事件は、本案事件の終結の前後を問わず、本案事件

を担当する係に配付する。その係が現に存しないときは、第2項及び第3項の規

定に準じて配付する。

8 手形訴訟異議事件は、原判決をした係に配付する。

9 民事少額訴訟異議事件は、原判決をした係に配付する。

10 再審事件は、原判決をした係に配付する。その係が現に存しないときは、第

2項及び第3項の規定に準じて配付する。

1 1 差戻事件は、原裁判をした裁判官の所属する係を除く係に順次配付する。

（民事特殊事件係の裁判官の配置、開廷日割及び事務の分配）

第34条民事特殊事件係の裁判官の配置及び開廷日割は、別表5の第2のとおり

とし、同係に即決和解事件、公示催告事件、民事保全事件（本庁民事部に関する

第5条第1項第12号アからウまでに定める一般民事保全事件をいう。 ） 、非訟

事件（他の係の取扱中に生じ、その係が処理すべき過料事件を除く。 ） 、民事訴

，訟法第385条第3項に定める支払督促申立却下処分に対する異議事件、同法第

391条第3項に定める仮執行宣言の申立却下処分に対する異議事件、同法第3

94条第1項に定める不適法督促異議事件並びに民事執行法に定める少額訴訟債

権執行事件に関し、執行裁判所としてすることができる裁判（以下「少額訴訟債

権執行に関する事件」 という。）を配付する。

2 前項の事件は、民事公判係裁半ll官及び調停係裁判官もこれを担当することがで

きる。

3 各開廷日における事件の分担、配付の順序等は、民事特殊事件係裁判官及び前

項により第1項の事件を担当することとなった民事公判係裁判官及び調停係裁判

官全員の協議により決定し、又は変更することができる。

（調停係の裁判官の配置、開廷日割及び事務の分配）

第35条調停各係の裁判官の配置及び開廷日割は、別表5の第3のとおりとす
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る。

2 調停係には、民事一般調停事件、商事調停事件、宅地建物調停事件、交通調停

事件、公害等調停事件、 当事者の合意管轄による農事調停事件、特定調停事件及

び調停に関する共助事件を配付する。

3 前項に規定する事件は、各係に順次配付し、第33条第7項の規定を準用す

る。ただし、事件の配付の割合等は、調停係裁判官全員の協議により変更するこ

とができる。

4 相関連する事件は、 ｜司一の係に配付する。

5 相関連する事件が数個の係に係属していることが判明したときは、関係各係が

協議の上、 これを一つの係に集めることができる。

6 前2項の規定により関連事件を配付し、又は他に移した場合には、直後に受け

付けた新件で調整する。

7 夜間調停に関する事項は、別に定める 「大阪簡易裁判所夜間調停等実施要綱」

の定めるところによる。

（調停主任）

第35条の2 第3民事室所属の裁判官を民事調停法第7条第1項の調停主任とす

る。

2 大阪簡易裁判所勤務の民事調停官を民事調停法第23条の3第2項、第7条第

1項の調停主任とする。

（刑事公判係の裁判官の配置及び開廷日割）

第36条刑事公判各係の裁判官の配置及び開廷日割は、別表5の第4のとおりと

する。

（刑事公判係の事務の分配）

第37条刑事公判事件（略式命令又は交通即決事件の裁判に対する正式裁判請求

がされ、若しくは略式命令又は交通即決事件の請求を不適法又は不相当と認めて

検察官に通知し、公判事件として立件された事件（以下、 これらを総称して「刑
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事正式裁判事件」 という。 ）を除く。 ） 、刑の執行猶予取消請求事件及び嘱託事

件は、第6項の場合を除き、各係に順次配布する。

2 刑事正式裁判事件は、第6項の場合を除き、各係に順次配付する。

3 相関連する事件は、 ｜司一の係に配付する。

4 相関連する事件が数個の係に係属していることが判明したときは、関係各係が

協議の上、 これを一つの係に集めることができる。

5 前2項の規定により関連事件を配布し、又は他に移した場合には、直後に受け

付けた新件で調整する。

6 事件を配付するに当たり、 当該係裁判官がその事件につき勾留状の発付その他

の勾留に関する処分をし、又は略式命令に関与し、若しくは少年法第1 7条、第

20条若しくは第43条の処分をしたものであるときは、その事件を他の係に配

付し、直後に受け付けた新件で調整する。

7 本案事件に関する各種申立事件は、本案事件の終結の前後を問わず、その本案

事件を担当する係に配付する。ただし、勾留に関する処分（求令状事件並びに勾

留理由開示及び勾留取消しの請求事件を除く。 ）及び麻薬特例法第5章の保全に

関する処分は、本案事件の第1回公判期日前においては、本案事件の係裁判官の

代理裁判官に配付する。

8 差戻事件及び再審請求事件は、原裁判をした裁判官の所属する係を除く係に1IE

次配付する。

9 刑事訴訟法第222条第7項の処分の請求事件は、各係に順次配付する。

ただし、本案が係属しているときは、本案を担当する係に配付する。

10 更生保護法第52条第6項の規定による特別遵守事項の設定又は変更に関す

る求意見に係る事務は、各係で順次処理する。

（略式係の裁判官の配置、開廷日割及び事務の分配）

第38条略式係を普通略式係と交通即決略式係に分け、各係の裁判官の配置及び

開廷日割は、別表5の第5の(1)及び(2)のとおりとする。
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2 交通即決略式係には、交通即決事件及び交通待命（切符）略式命令事件を配付

し、普通略式係には、交通待命（切符）略式命令事件を除く略式命令事件を配付

する。

3 各開廷日における事件の分担、配付の順序等は、各略式係の裁判官全員の協議

により決定し、又は変更することができる。

（令状係の裁判官の配置、開廷日割及び事務分配等）

第39条令状係の裁判官の配置及び開廷日割は、別表5の第6のとおりとし、同

係に、第4項及び第5項に定める場合を除き、各種令状請求事件、証拠保全請求

事件、刑事訴訟法第430条による準抗告事件及び求令状事件並びにこれらの事

件に付随する処分事件を配付する。

2 各開廷日における事件の分担、配付の順序等は、令状係裁判官及び本庁刑事部

の令状部の裁判官全員の協議によって定める。

3 第1回公判期日前の勾留理由開示又は勾留取消しの請求は、次の区分に従って

処理する。

(1) 令状係裁判官がその勾留状を発付した場合には、令状係裁判官

（2） 令状係裁判官以外の裁判官がその勾留状を発付した場合には、公訴提起前は

令状係裁判官、公訴提起後は刑事公判係裁判官の代理裁判官

4 勤務時間外に受理した令状請求事件及び勾留に関する処分は、 日直裁判官又は

宿直裁判官が処理する。

5 勤務時間外に受理した刑事訴訟法第430条による準抗告事件の処理に関する

事項は、第18条第3項に規定する裁判官が協議して定めるc

6 大阪簡易裁判所の裁判官は、宿直当番中に限り、大阪簡易裁判所以外の大阪地

方裁判所管内の簡易裁判所の裁判官の職務をも行うものとする。

（略式係と令状係の事件分担の特則）

第40条令状係裁判官は第38条第2項の事件を、略式係裁判官は第39条第1

項の事件を〈それぞれ担当することができるものとし、その担当の順序及び期間
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等は、両係の裁判官が協議して定める。

（事件配付の停止等）

第41条裁判官に病気その他長期の差し支えが生じたとき、一つの担当係に係属

する事件が著しく多数に達したとき、その他相当の理由があるときは、大阪地方

裁判所の裁判部事務等検討委員会は、相当の期間その係に対する事件の配付を全

部若しくは一部停止し、又はその係に係属する事件の全部若しくは一部を他の係

に移すことができる。 ’

2 事件配付の停止を解除した後に、その係の係属事件数が減少し、他の係との間

に著しい不均衡が生じた場合には、大阪地方裁判所の裁判部事務等検討委員会

は、調整のために必要な処置をとることができる。

3 配付された事件を担当係で処理することが相当でないときは、大阪地方裁判所

の裁判部事務等検討委員会は、 申出により、 これを他の係に移すことができる．

この場合には、直後に受け付けた新件で調整する。

（裁判事務の代理）

第42条裁判事務の代理は、次のとおりとする。

i1) 民事公判係の裁判官に差し支えがあるときは、次のとおり相互に代理する．

第1係と第4係

第2係と第6係

第3係と第5係

第7係と第1 （)係

第8係と第9係

第1 1係と第12係

第13係と第14係

第15係と第1 6係

第1 7係と第1 8係

第21係と第22係
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(2) 刑事公判係の裁判官に差し支えがあるときは、第1係と第2係が相互に代理

する。

(3) その他各係裁判官に差し支えがあるときは、その係裁判官全員の協議によっ

て代理する。

(4) 緊急の必要のため、前3号の規定によることができないときは、大阪地方裁

判所長が指名する裁判官が代理する。

(5)夏期休廷期間中における代理関係は、大阪簡易裁判所の裁判官の協議によつ

て定める．。
1

イ

1

I

一

〈
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(管内簡易裁判所）第1章第32条、第34条第1項、第35条第1（第5編（管内簡易裁判所）第1章第32条、第3
●

項、第36条、第38条第1項及び第39条第1項）

別表5

大阪簡易裁判所の裁判官の配置及び開廷日割

民事公判係第1

藤田康夫

小林勘一郎

福田 修

佐伯公正

岩噌 靖

大．田恵朗

上原宏光

西嶋一恵

田中清道

宮川 隆

新屋眞宏

舩越英明

､藤井 徹

伊藤知広

苅谷 誠

西田文則

池尻修三

谷川佳史

松尾真一

ｊ
ｊ
ｊ

金
金
金

水
水
水

月
月
月

く
ｌ
く

係
係
係

１
２
３

第
第
第

裁判官

〃

〃

〃

第4係（月火木） 〃

〃

第5係（月火木）

第6係（月火木）

第7係（月水金）

〃

〃

〃

〃

第8係（木）

第9係（水金）

〃

〃

グ

〃

第10係（月火木） 〃

〃

第11係（月水金） 〃

〃

第12係（月火木）

第13係（月水金）

〃

〃
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』

第14係（月火木） 〃 博
郎
之
宏
裕
二
臣
已
男
一
之

治
↓

泰
誠
敏
禎
義
隆
一
勝
和
正
．
正

本
田
田
木
迫
田
副
‐
田
山

山
林
藤
有
藤
大
和
川
朝
南
高

§
．

〃

第15係（月火木） 〃

〃
～

第16係(月水金）

第17係（月火木）

〃

〃

〃

第18係（月水金）

第21係（月水金）

第22係（月火木）

〃

〃

〃

〃

第2 民事特殊事件係（即決和解、公示催告、督促、保全、非訟等） (毎日）

裁判官 (兼）井上直哉

村岡 寛

菅 浩次

倉田孝雄

森本幸治

山下雅資

中村浩乏

西村実信

内藤智機

(兼）大迫隆二

‘(兼）和田一臣

(兼） ノ| ｜ 副・勝巳

〃

〃

〃

〃

〃

〃{

〃

〃

〃

〃、

〃

第3 調停係（毎日）

第1係 裁判官 諫武高行
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雄
稔
雄
功
優

水
宮
臼
伊
加

和野
部
井
葉
藤

〃

第2係 〃

康
匡

第3係 〃

第4係 〃

第5係 〃

刑事公判係

第1係(月水木）裁判官

第4
1

(兼）松林

(兼）植田

増田

樹
志
兒

秀
武
耕

〃

第2係（月水木） 〃

略式係（毎日）

(1) 普通略式係 裁判官

第5

林秀樹

田武志

田耕兒

波陽子

村章夫

山裕実

橋俊幸

部昭彦

田勝己

立和城

川唱寛

松
植
増
仙
畑
東
丸
阿
今

､

〃

魁
、
Ⅱ
〃
夕
。
、
、
Ⅱ
〃
〃
、
咄
Ⅱ
〃
〃
、
、
９
Ｊ
グ
０
、
Ｈ
Ｂ
Ｊ
夕
、
Ⅱ
〃
″
〃
、
、
Ｂ
ひ
〃
〃

兼
兼
兼
兼
兼
兼
兼

く
く
↑
く
く
く
く
．
く

〃

〃

｝
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第2章 堺簡易裁判所

（裁判事務の分配）

第43条堺簡易裁判所における裁判事務の分配は、次のとおりとする。

裁判官 松田 亨

民事訴訟事件の5分の2 ：

民事少額訴訟事件の5分の2
‐､

少額訴訟債権執行に関する事件の5分の2

督促事件（支払督促申立却下処分に対する異議事件、仮執行宣言の申

立却下処分に対する異議事件及び地方裁判所の管轄に属する事件の不

適法督促異議事件）

公示催告事件

即決和解事件の2分の1

民事過料事件

民事保全事件の5分の3

民事雑事件の5分の2

刑事公判事件

刑事正式裁判事件（当該裁判官の関与した略式命令事件を除く。 ）

交通切符（三者即日処理方式).による略式命令事件
‘ 1

刑事雑事件の5分の2

裁判官 ‘ 三浦 恵

民事訴訟事件の5分の2

民事少額訴訟事件の5分の2

少額訴訟債権執行に関する事件の5分の2 ‘

即決和解事件の2分の1

民事保全事件の5分の2

、

〆

、
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民事雑事件の5分の2

交通切符（三者即日処理方式）による略式命令事件を除く刑事略式命

令事件（待命）の5分の2

刑事雑事件の5分の2

他の裁半ll官の担当する事件を除くその他の刑事事件

裁判官（代行）藤田大生

民事訴訟事件の5分の1

民事少額訴訟事件の5分の1

少額訴訟債権執行に関する事件の5分の1

民事雑事件の5分の1

交通切符（三者即日処理方式）による略式命令事件を除く刑事略式命

令事件（待命）の5分の1

刑事雑事件の5分の1

裁判官（代行）武田雄二郎

民事調停事件の2分の1

交通切符（三者即日処理方式）による略式命令事件を除く刑事略式命

令事件（待命）の5分の1

交通切符（三者即日処理方式）による略式命令事件及び刑事略式命令

事件（待命）を除く刑事略式命令事件の2分の1

裁判官（代行）三瀬英祐

民事調停事件の2分の1

交通切符（三者即日処理方式）による略式命令事件を除く刑事略式命

令事件（待命）の5分の1

交通切符（三者即日処理方式）による略式命令事件及び刑事略式命令

事件（待命）を除く刑事略式命令事件の2分の1

裁判官 （兼）藤野美子
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民事保全異議及び取消事件

2 堺簡易裁判所の裁判官は、 日直当番中に限り、堺簡易裁判所以外の大阪地方裁

判所管内の簡易裁判所の裁判官の職務をも行うものとする。

（事件配付の停止等）

第44条堺簡易裁半ll所において、事件の全部又は_一部の配付の停止、事件の配付

替え、その他前条の規定と異なる処置をとる必要が生じたときは、大阪地方裁判

所の支部裁判事務調整委員会は、 申出により、必要な処置をとることができる。

（裁判事務の代理）

第45条裁判事務の代理は、次のとおりとする。

ll)堺簡易裁判所の裁判官に差し支えがあるときは、堺支部長が指名する堺簡易

裁判所又は堺支部の裁判官が代理する。

（2） 堺簡易裁判所及び堺支部の裁判官が代理することができないときは、大阪地

方裁判所長が指名する裁判官が代理する(，

（3） 夏期休廷期間中における代理関係は、堺簡易裁判所の裁判官の協議によって

定める。

（開廷日割及び日直）

第46条堺簡易裁判所の裁判官の開廷日割及び日直に関する事項は、堺支部所属

の裁判官及び堺簡易裁判所の司法行政事務を掌理する裁判官の協議によって定め

る。

第3章 岸和田簡易裁判所

（裁判事務の分配）

第47条岸和田簡易裁判所における裁判事務の分配は、次のとおりとする。

裁判官 福田人美

民事訴訟事件（再審請求事件を含む。 ）の5分の3
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民事少額訴訟事件

民事調停事件

督促事件（支払督促申立却下処分に対する異議事件、仮執行宣言の申

立却下処分に対する異議事件及び地方裁判所の管轄に属する事件の不

適法督促異議事件）

公示催告事件

民事過料事件

民事保全事件

即決和解事件

少額訴訟債権執行に関する事件

民事雑事件

刑事正式裁判事件

令状事件

他の裁判官の担当する事件を除くその他の民事事件

他の裁判官の担当する事件を除くその他の刑事事件

裁判官（代行）矢野靖人

民事訴訟事件（再審請求事件を含む。 ）の5分の2

刑事公判事件

刑事略式命令事件

交通待命（切符）略式命令事件

更生保護法第52条第6項の規定による特別遵守事項の設定又は変更

に関する求意見に係る事務

(事件配付の停止等）

第48条岸和田簡易裁判所において、事件の全部又は一部の配付の停止、事件の

配付替え、その他前条の規定と異なる処置をとる必要が生じたときは、大阪地方

裁判所の支部裁判事務調整委員会は、 申出により、必要な処置をとることができ

72



る。

（裁判事務の代理）

第49条裁判事務の代理は、次のとおりとする。

(1) 岸和田簡易裁判所の裁判官に差し支えがあるときは、岸和田支部長が指名す

る岸和田簡易裁判所又は岸和田支部の裁判官が代理する。

（2） 岸和田簡易裁判所及び岸和田支部の裁判官が代理することができないとき

は、大阪地方裁判所長が指名する裁判官が代理する。

（3） 夏期休廷期間中における代理関係は、岸和田簡易裁判所の裁判官の協議によ

って定める。

（開廷日割）

第50条岸和田簡易裁判所の裁判官の開廷日割は、岸和田支部所属の裁判官及び

岸和田簡易裁判所の司法行政事務を掌理する裁判官の協議によって定める。

第4章 その他の簡易裁判所

（裁判官の配置及び事務の分配）

第51条大阪簡易裁判所、堺簡易裁判所及び岸和田簡易裁判所を除くその他の簡

易裁判所における裁判官の配置及び裁判事務の分配は、次のとおりとする。

(1) 大阪池田簡易裁判所

裁判官 藤田大生

民事事件

代行裁判官の担当する事件を除くその他の刑事事件

裁判官（代行）今田勝己

刑事正式裁判事件（公職選挙法違反事件及び当該裁判官の関与した刑事

略式命令事件を除く。 ）

刑事略式命令事件のうち、公職選挙法違反事件
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(2) 豊中簡易裁判所

裁判官 山本 猛

民事事件

刑事正式裁判事件（当該裁判官の関与した刑事略式命令事件を除く。 ）

代行裁判官の担当する事件を除くその他の刑事事件

裁判官（代行）阿部昭彦

山本裁判官の関与した刑事略式命令事件に対する刑事正式裁判事件

刑事略式命令事件のうち、公職選挙法違反事件

(3) 吹田簡易裁判所

裁判官 瀧川勝子

民事事件

代行裁判官の担当する事件を除くその他の刑事事件

裁判官（代行）丸橋俊幸

刑事正式裁判事件（公職選挙法違反事件及び当該裁判官の関与した刑事

略式命令事件を除く。 ）

刑事略式命令事件のうち、公職選挙法違反事件

(4) 茨木簡易裁判所

裁判官 寺田俊弘

民事訴訟事件の3分の2

民事訴訟事件を除くその他の民事事件

代行裁判官の担当する事件を除くその他の刑事事件

裁判官（代行）西村実信

民事訴訟事件の3分の1

刑事公判事件

刑事正式裁判事件（公職選挙法違反事件及び当該裁判官の関与した刑事

略式命令事件を除く。 ）
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1

刑事略式命令事件のうち､公職選挙法違反事件

令状事件の5分の1

(5) 東大阪簡易裁判所

裁判官 西田眞基

民事事件の2分の1

刑事正式裁判事件（当該裁判官の関与した刑事略式命令事件を除く。 ）

の2分の1

刑事正式裁判事件以外の刑事事件の2分の1

裁判官 山田正人

‘ 民事事件の2分の1
， ノ イ ｡

刑事正式裁判事件･(当該裁判官の関与した刑事略式命令事件を除く。 ）
へ

の2分の1

刑事正式裁判事件以外の刑事事件の2分の1

(6) 枚方簡易裁判所

裁・判官 神谷義彦

民事訴訟事件の3分の1 ．

民事少額訴訟事件の2分の1

民事調停事件の2分の1

民事過料事件の2分の1

民事保全事件の2分の1

令状事件の5分の2

刑事正式裁判事件（当該裁判官の関与した刑事略式命令事件を除く。 ）

、

の2分の1

刑事正式裁判事件以外の刑事事件の2分の1

，裁判官 岡田幹雄

民事訴訟事件の3分の1
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民事少額訴訟事件の2分の1

民事調停事件の2分の1

民事過料事件の2分の1

民事保全事件の2分の1

令状事件の5分の2

刑事正式裁判事件（当該裁判官の関与した刑事略式命令事件を除く。 ）

の2分の1

刑事正式裁判事件以外の刑事事件の2分の1

裁判官（代行）菅 浩次

民事訴訟事件の3分の1

即決和解事件

督促事件（支払督促申立却下処分に対する異議事件、仮執行宣言の申立

却下処分に対する異議事件及び地方裁判所の管轄に属する事件の不適法

督促異議事件）

民事特殊事件（民事保全事件を除く。 ）

令状事件の5分の1

(7) 富田林簡易裁判所

裁判官 矢野靖人

民事事件

代行裁判官の担当する事件を除くその他の刑事事件

裁判官（代行）畑村章夫

刑事正式裁判事件（公職選挙法違反事件及び当該裁判官の|對与した刑事

略式命令事件を除く。 ）

刑事略式命令事件のうち、公職選挙法違反事件

(8) 羽曳野簡易裁判所

裁判官 武田雄二郎
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民事事件

代行裁判官の担当する事件を除くその他の刑事事件

裁判官（代行）東山裕実

刑事正式裁判事件（公職選挙法違反事件及び当該裁判官の関与した刑事

略式命令事件を除く。 ）

刑事略式命令事件のうち、公職選挙法違反事件

（9） 佐野簡易裁判所

裁判官 三瀬英祐

民事事件

代行裁判官の担当する事件を除くその他の刑事事件

裁判官（代行）福田人美

刑事正式裁判事件（公職選挙法違反事件及び当該裁判官の関与した刑事

略式命令事件を除く。 ）

刑事略式命令事件のうち、公職選挙法違反事件

（事件配付の停止等）

第51条の2 各簡易裁判所において、事件の全部又は一一部の配付の停止、事件の

配付替え、その他前条の規定と異なる処置をとる必要が生じたときは、大阪地方

裁判所の裁判部事務等検討委員会は、 申出により、必要な処置をとることができ

る。

（裁判事務の代理）

第52条裁判事務について第51条の各簡易裁判所の裁判官に差し支えがあると

きは、在庁する他の裁判官が代理し、裁判官全員に差し支えがあるときは、別表

6の左欄に掲げる裁判所の裁判官の職務を右棡に掲げる裁判所の裁判官（複数の

裁判官が配置されている簡易裁判所においては、その司法行政事務を掌理する裁

判官の指名する裁判官）が代理する。

2 前項の規定により代理すべき裁判官に差し支えのあるときは、大阪地方裁判所
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●

長が指名する裁判官が代理する。

3 東大阪簡易裁判所及び枚方簡易裁判所の夏期休廷期間中における代理関係は、

各簡易裁判所の裁判官がそれぞれ協議して定める。

4 富田林簡易裁判所及び羽曳野簡易裁判所の各種の令状請求事件について、

夏期休廷期間中及び大阪地方裁判所管内簡易裁判所判事協議会の開催日にお

いて、富田林簡易裁判所及び羽曳野簡易裁判所の裁判官全員に差し支えがあ

るときは、第1項の規定にかかわらず､ ･堺簡易裁判所の裁判官が代理する。

、

(開廷日割） ，

各簡易裁判所の開廷日割は、それぞれの簡易裁判所が定める。第53条

、

イ

、
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（第5編（管内簡易裁判所）第4章第52条第1項）

別表6 ‘

管内簡易裁判所の裁判事務の代理順序

～

I

79

庁名

、 旬

代理庁(左から順に代理する。 ）

大阪池田簡易裁判所 豊中簡易裁判所、大阪簡易裁判所

豊中簡易裁判所
～

大阪池田簡易裁判所、大阪簡易裁判所

●ら

吹田簡易裁判所 茨木簡易裁判所、大阪簡易裁判所

〆

茨木簡易裁判所
､ C O

吹田簡易裁判所、大阪簡易裁判所

東大阪簡易裁判所 大阪簡易裁判所

ｸ

枚方簡易裁判所 大阪簡易裁判所

富田林簡易裁判所 羽曳野簡易裁判所､大阪簡易裁判所

羽曳野簡易裁判所 富田林簡易裁判所、大阪簡易裁判所

佐野簡易裁判所 岸和田簡易裁判所 〃



第 6 編 司法行政事務の代理順序

（司法行政事務の代理）

第54条所長に差し支えがある場合の司法行政事務を代理する者のll偵序は、次の

とおりとする。

第1順位 裁判官 内藤裕之

第2順位 裁判官 井上直哉

第3順位 裁判官 長瀬敬昭

2 堺支部長に差し支えがある場合の司法行政事務を代理する者の順序は、次のと

おりとする。

第1順位 裁判官 木太伸広

第2順位 裁判官 藤原美弥子

第3順位 裁判官 荒木末佳

3 岸和田支部長に差し支えがある場合の司法行政事務を代理する者の順序は、次

のとおりとする。

第1順位 裁判官 佐藤克則

第2順位 裁判官 栩木純－

4 部の事務を総括する裁判官に差し支えがある場合の司法行政事務は、その部に

属する裁判官が、第2編別表1 ，第3編別表3又は第4編第24条記載のll頂序に

より、代理する。

5 大阪簡易裁判所の司法行政事務を掌理する裁判官に差し支えがある場合の司法

行政事務を代理する者の順序は、次のとおりとする。

第1順位 裁判官 新屋眞宏

第2順位 裁判官 諫武高行

6 堺簡易裁判所の司法行政事務を掌理する裁判官に差し支えがある場合の司法行

政事務を代理する者の順序は、次のとおりとする。
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第1順位 裁判官 松田 亨

第2順位 裁判官 三浦 恵

7 岸和田簡易裁判所の司法行政事務を掌理する裁判官に差し支えがある場合の司

法行政事務を代理する者は、次のとおりとする。

裁判官 福田人美

8 東大阪簡易裁判所の司法行政事務を掌理する裁判官に差し支えがある場合の司

法行政事務を代理する者は、次のとおりとする。

裁判官 山 田正人

9 枚方簡易裁判所の司法行政事務を掌理する裁判官に差し支えがある場合の司法

行政事務を代理する者の順序は、次のとおりとする。

裁判官 岡田幹雄

10 第51条の各簡易裁判所のうち、東大阪簡易裁判所及び枚方簡易裁判所を除

くその他の簡易裁判所の司法行政事務を掌理する裁判官に差し支えがあるとき

は、司法行政事務について、配置されている他の裁判官が代理する。

1 1 緊急の必要のため、前10項の規定によることができないときは、大阪地方

裁判所長は、適宜代理者を指名することができる。

附則

1 この規程は、令和5年1月1日から施行するc

2 この規程施行の際に係属中の事件は、その部又は係が処理する。

3 新件は、前年度の最後に事件を配付した部、係又は係裁判官の次の部、係又は

係裁判官から、順次配付する。

附則

この規程は、令和5年1月16日から施行する。

附則

この規程は、令和5年3月25日から施行する。
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